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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

７年12月期中間期 3,566 0.8 239 △0.4 244 △6.0 137 △4.2

６年12月期中間期 3,538 △4.1 240 △8.6 260 △4.2 143 △6.1

（注）包括利益 ７年12月期中間期 148百万円（△20.4％） ６年12月期中間期 186百万円（12.5％）

１株当たり
中間純利益

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益

円 銭 円 銭

７年12月期中間期 9.68 －

６年12月期中間期 10.11 10.10

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

７年12月期中間期 7,087 4,935 69.6

６年12月期 7,028 4,872 69.3

（参考）自己資本 ７年12月期中間期 4,935百万円 ６年12月期 4,872百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

６年12月期 － 6.00 － 6.00 12.00

７年12月期 － 6.00

７年12月期（予想） － 6.00 12.00

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 7,840 6.7 684 17.9 694 14.3 426 17.5 29.97

１．令和７年12月期第２四半期（中間期）の連結業績（令和７年１月１日～令和７年６月30日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．令和７年12月期の連結業績予想（令和７年１月１日～令和７年12月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） ７年12月期中間期 14,237,995株 ６年12月期 14,237,995株

②  期末自己株式数 ７年12月期中間期 17,501株 ６年12月期 17,501株

③  期中平均株式数（中間期） ７年12月期中間期 14,220,494株 ６年12月期中間期 14,204,494株

※  注記事項

（１）当中間期における連結範囲の重要な変更：無

（２）中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更      ：有

②  ①以外の会計方針の変更                    ：無

③  会計上の見積りの変更                      ：無

④  修正再表示                                ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

※  第２四半期（中間期）決算短信は公認会計士又は監査法人のレビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．経営成績等の概況

（１）当中間期の経営成績の概況

当中間連結会計期間における我が国経済は、ウクライナ情勢等の外的要因はあるものの、緩やかな回復基調にあ

ります。設備投資も増加傾向にあり、個人消費も物価の上昇はあるものの底堅く推移しております。特にインバウ

ンド消費の回復は経済成長のひとつの柱となりつつあります。しかしながら、物流の停滞や建設資材の高騰、慢性

的な人材難等、依然として供給面での影響は続いております。

当社が属する建設コンサルタント業界では、資源価格の高騰等の供給面での影響はありますが、一方で激甚化す

る自然災害に備えるため、国が定めた2025年までの「５ヵ年総額15兆円の国土強靭化計画」が集中的に実施されて

おり、2024年の事業規模はおおよそ３兆円となっております。当業界におきましても防災・減災、国土強靭化関連

の事業が増加しております。また、昨今の道路陥没事故を受けまして、路面下の空洞調査の重要性が増しており、

加えて、原因の一つである上下水道管の老朽化も社会問題となりつつあり、空洞調査同様に対策が必要でありま

す。

このような環境下で、当社グループは、新たな中期経営計画「深化・確立～変える・変わるＤＫ～」をスタート

させ、個と組織力の強化、技術力・発想力の強化により、高収益構造を構築してまいります。

インフラメンテナンス維持管理業務では、従来の目視点検から、当社で開発した３Ｄレーダ搭載車を活用した高

速調査・高速解析を実施し、維持管理・更新コストの縮減に取組むと同時に業績を伸ばしております。

また、内閣府主導で実施される第３期戦略的イノベーション創造プログラム（以下、第３期ＳＩＰ）のスマート

インフラマネジメントシステムの構築に協力機関として参画しております。本プログラムにて研究開発を進め、研

究成果の社会実装を目指してまいります。社会問題解決への研究と当社の技術力向上も期待でき、将来的には収益

に貢献すると考えており、積極的に取組んでまいります。

一定規模以上の工事ではBIM/CIM(Building/Construction Information Modeling Management)の義務化が進んで

おり、３Ｄ管理された設計資料の提供が進み、グループ会社と協力して取組んでおります。

エリア展開ではＦＣ店の展開を進めると共に、昨今の災害に対応するために、昨年は石川出張所を開設しまし

た。全国で起こりうる災害等に対して迅速に対応できる体制を整えております。業績につきましては、昨対では増

収減益となりました。市場環境に問題はなく、利益率の改善に取り組んでおり、ＡＩ、自動化の推進、外注費の削

減、効率の良い作業体制で回転率を上げる、適切な試験価格の設定、赤字案件の縮減、ベトナム支社へのオフショ

ア強化等、少しずつではありますが成果が業績に繋がってきております。

以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は、3,566百万円（前年同期比0.8％増）、利益につきましては、営業

利益は239百万円（前年同期比0.4％減）、経常利益は244百万円（前年同期比6.0％減）、親会社株主に帰属する中

間純利益は137百万円（前年同期比4.2％減）となりました。

資本コストや株価を意識した経営の実現に向け、当社グループはROIC：6.0％、PBR：1.0倍を目標値と定めてお

ります。利益とコストの議論を充実させ、経営計画にもとづく施策を着実に実行し、株価向上に実質的に寄与する

経営を目指してまいります。
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セグメントの業績は以下のとおりであります。

①試験総合サービス事業

　当期から試験総合サービスの工事業務を工事総合サービス事業（地盤補強サービス事業から改名）に移管してお

ります。

当中間連結会計期間の試験総合サービス事業の業績は、土質・地質調査試験においては、土質試験、現場試験、

地質調査を主軸として、防災・減災、災害の復興関連事業や品質管理業務等が主軸となり、好調な業績となりまし

た。昨今、震災や災害の復旧・復興案件が増加しております。

非破壊調査試験においては、インフラ調査の需要は多く、昨今の道路陥没事故等の影響で案件は増えつつありま

すが、外注費の高騰等で堅調な業績となりました。

環境調査試験においては、法改正による調査・分析案件の増加で市場環境は良く、特にアスベスト建材の調査・

分析案件数は確保できておりますが、大型の案件が少なく業績としては堅調であります。

以上の結果、セグメント売上高2,876百万円（前年同期比3.8％増）、セグメント利益544百万円（前年同期比

8.4％増）となりました。

②工事総合サービス事業

　当期から試験総合サービスの工事業務を当セグメントに移管しております。

当業務は、一般住宅及び中・大型建設物の建設予定地における地盤調査、地盤補強・改良工事から、構造物（コ

ンクリート構造物、鋼構造物）の補強工事、汚染された土壌の浄化工事が主な事業の内容となっております。大型

案件が多く、今期につきましては受注数を確保することができませんでした。大型案件は多いものの、工事は外注

対応が主になるため、利益率の低い事業であります。

以上の結果、セグメント売上高333百万円（前期比20.2％減）、セグメント利益23百万円（前期比28.8％減）と

なりました。

③ソフトウェア開発販売事業

当中間連結会計期間の業績は、グループ会社である株式会社アイ・エス・ピー及び株式会社アドバンスドナレッ

ジ研究所のソフトウェア販売、解析業務、アカウント利用料、保守料金、ソフトウェアの新規販売が主な収益であ

ります。アドバンスドナレッジ研究所の業績が好調でセグメント全体をけん引しております。

　　　　以上の結果、セグメント売上高341百万円（前期比0.2％増）、セグメント利益114百万円（前期比4.4％減）と

　　　なりました。
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第40期

中間連結会計期間

第41期

中間連結会計期間
差　額

営業活動によるキャッシュ・フロー                 570                 531               △39

投資活動によるキャッシュ・フロー                 103               △186              △290

財務活動によるキャッシュ・フロー               △223               △109                113

現金及び現金同等物に係る換算差額                   1                 △2                △4

現金及び現金同等物の増減額                 453                 233              △219

現金及び現金同等物の中間期末残高               2,411               2,324               △87

　（２）当中間期の財政状態の概況

当中間連結会計期間末の総資産は7,087百万円となり、前連結会計年度末に比べ59百万円の増加となりました。

その内訳は以下のとおりであります。

資産の部では、流動資産が3,987百万円となり、前連結会計年度末に比べ40百万円の減少となりました。主な内

訳は、現金及び預金233百万円の増加、受取手形、売掛金及び契約資産280百万円の減少が主な要因であります。

固定資産は3,100百万円となり、前連結会計年度末に比べ99百万円の増加となりました。主な内訳は、土地135百

万円の増加が主な要因であります。

負債の部では流動負債が1,275百万円となり、前連結会計年度末に比べ6百万円の減少となりました。主な内訳

は、買掛金62百万円の減少、未払法人税等26百万円の減少が主な要因であります。

固定負債は876百万円となり、前連結会計年度末に比べ3百万円の増加となりました。主な内訳は、退職給付に係

る負債15百万円の増加が主な要因であります。

純資産の部では純資産が4,935百万円となり、前連結会計年度末に比べ62百万円の増加となりました。その主な

要因は、利益剰余金52百万円の増加、その他有価証券評価差額金13百万円の増加であります。

この結果、自己資本比率は69.6％となりました。

　　キャッシュ・フローの状況

（百万円）

営業活動によるキャッシュ・フローは、531百万円の収入（前期は570百万円の収入）となりました。これは、税

金等調整前中間純利益244百万円、減価償却費113百万円によるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、186百万円の支出（前期は103百万円の収入）となりました。これは、有

形固定資産の取得による支出173百万円等によるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、109百万円の支出（前期は223百万円の支出）となりました。これは、リ

ース債務の返済による支出27百万円、配当金の支払額85百万円等によるものであります。

　　　以上の結果、当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、2,324百万円となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

令和７年２月13日の決算短信で公表いたしました、通期の連結業績予想に変更はありません。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(令和６年12月31日)

当中間連結会計期間
(令和７年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,270,637 2,504,218

受取手形、売掛金及び契約資産 1,393,646 1,112,865

商品 3,096 1,851

仕掛品 282,597 284,628

貯蔵品 18,130 16,733

その他 82,402 95,668

貸倒引当金 △23,174 △28,851

流動資産合計 4,027,337 3,987,115

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,264,943 1,233,790

土地 682,700 818,441

その他 293,321 312,022

有形固定資産合計 2,240,966 2,364,254

無形固定資産

のれん 77,329 41,854

その他 128,412 122,122

無形固定資産合計 205,741 163,977

投資その他の資産

投資有価証券 353,829 374,944

その他 201,152 198,020

貸倒引当金 △327 △327

投資その他の資産合計 554,654 572,637

固定資産合計 3,001,362 3,100,870

資産合計 7,028,699 7,087,985

２．中間連結財務諸表及び主な注記

（１）中間連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
(令和６年12月31日)

当中間連結会計期間
(令和７年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 226,377 163,845

１年内返済予定の長期借入金 170,971 186,828

リース債務 51,086 54,646

未払金 312,473 294,998

未払法人税等 157,592 130,880

賞与引当金 17,274 175,750

工事損失引当金 6,504 7,467

その他 340,023 261,226

流動負債合計 1,282,304 1,275,643

固定負債

長期借入金 323,778 312,027

リース債務 125,512 133,542

退職給付に係る負債 378,347 393,838

その他 45,826 37,276

固定負債合計 873,463 876,684

負債合計 2,155,767 2,152,328

純資産の部

株主資本

資本金 1,205,876 1,205,876

資本剰余金 1,155,876 1,155,876

利益剰余金 2,422,635 2,474,903

自己株式 △0 △0

株主資本合計 4,784,389 4,836,656

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 85,277 98,640

為替換算調整勘定 3,265 360

その他の包括利益累計額合計 88,542 99,001

純資産合計 4,872,931 4,935,657

負債純資産合計 7,028,699 7,087,985
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（単位：千円）

 前中間連結会計期間
(自　令和６年１月１日

　至　令和６年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　令和７年１月１日

　至　令和７年６月30日)

売上高 3,538,338 3,566,727

売上原価 2,195,886 2,161,727

売上総利益 1,342,451 1,404,999

販売費及び一般管理費

給料手当及び賞与 363,648 397,826

賞与引当金繰入額 39,988 59,268

退職給付費用 21,603 22,547

貸倒引当金繰入額 1,690 6,438

その他 674,834 679,179

販売費及び一般管理費合計 1,101,765 1,165,261

営業利益 240,686 239,737

営業外収益

受取利息 80 898

受取配当金 5,785 4,438

受取賃貸料 1,547 1,718

投資事業組合運用益 12,687 －

その他 2,532 3,040

営業外収益合計 22,634 10,096

営業外費用

支払利息 2,434 2,909

訴訟関連費用 45 1,404

売電原価 480 423

その他 160 549

営業外費用合計 3,121 5,286

経常利益 260,200 244,547

税金等調整前中間純利益 260,200 244,547

法人税等 116,590 106,957

中間純利益 143,609 137,590

親会社株主に帰属する中間純利益 143,609 137,590

（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

（中間連結損益計算書）
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（単位：千円）

 前中間連結会計期間
(自　令和６年１月１日

　至　令和６年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　令和７年１月１日

　至　令和７年６月30日)

中間純利益 143,609 137,590

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 40,537 13,363

為替換算調整勘定 1,900 △2,904

その他の包括利益合計 42,438 10,458

中間包括利益 186,048 148,048

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 186,048 148,048

（中間連結包括利益計算書）
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（３）中間連結財務諸表に関する注記事項

（会計方針の変更に関する注記）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」の等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　令和４年10月28日。以下「令和４年

改正会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、令和４年改正会計基準第20-

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

28号　令和４年10月28日。以下「令和４年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、令和４年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用し

ております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及適用

後の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間連結会計期間

の中間連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

（中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）

（税金費用の計算）

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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（単位：千円）

報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額

（注）２

中間
連結損益
計算書
計上額
（注）３

試験総合 
サービス 

事業

工事総合 
サービス 

事業

ソフトウ
ェア開発
販売事業

計

売上高

一時点で移転される財 2,331,824 318,586 340,682 2,991,092 8,667 2,999,760 － 2,999,760

一定の期間にわたり 

移転される財
414,716 99,125 － 513,842 － 513,842 － 513,842

顧客との契約から 

生じる収益
2,746,540 417,712 340,682 3,504,935 8,667 3,513,602 － 3,513,602

その他の収益 24,735 － － 24,735 － 24,735 － 24,735

外部顧客への売上高 2,771,275 417,712 340,682 3,529,670 8,667 3,538,338 － 3,538,338

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － － －

計 2,771,275 417,712 340,682 3,529,670 8,667 3,538,338 － 3,538,338

セグメント利益

又は損失（△）
502,142 33,042 119,531 654,717 △1,667 653,050 △412,363 240,686

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　令和６年１月１日　至　令和６年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、試験機器販売事業を含んでおりま

す。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△412,363千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（単位：千円）

報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額

（注）２

中間
連結損益
計算書
計上額
（注）３

試験総合 
サービス 

事業

工事総合 
サービス 

事業

ソフトウ
ェア開発
販売事業

計

売上高

一時点で移転される財 2,422,840 259,467 341,195 3,023,503 15,681 3,039,185 － 3,039,185

一定の期間にわたり 

移転される財
428,000 73,731 － 501,732 － 501,732 － 501,732

顧客との契約から 

生じる収益
2,850,841 333,199 341,195 3,525,236 15,681 3,540,917 － 3,540,917

その他の収益 25,809 － － 25,809 － 25,809 － 25,809

外部顧客への売上高 2,876,651 333,199 341,195 3,551,045 15,681 3,566,727 － 3,566,727

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － － －

計 2,876,651 333,199 341,195 3,551,045 15,681 3,566,727 － 3,566,727

セグメント利益 544,499 23,528 114,243 682,271 2,027 684,299 △444,561 239,737

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　令和７年１月１日　至　令和７年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、試験機器販売事業を含んでおりま

す。

２．セグメント利益の調整額△444,561千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

当中間連結会計期間より、工事部門の管理方法を最適化することを目的として、従来「地盤補強

サービス事業」としていた報告セグメントの名称を「工事総合サービス事業」へ変更いたしました。

併せて、従来「試験総合サービス事業」に含めていた業務の一部を「工事総合サービス事業」へ移管して

おります。

なお、前中間連結会計期間に係るセグメント情報については、変更後の区分により作成しております。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。
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（追加情報）

（共通支配下の取引等）

連結子会社間の吸収合併

当社は、令和７年６月13日開催の当社取締役会において、令和７年10月１日（予定）を効力発生日として、株

式会社沖縄設計センターを吸収合併存続会社、株式会社アースプランを吸収合併消滅会社とする吸収合併を行う

ことを決議いたしました。

１．取引の概要

（１）結合当事企業及びその事業の内容

①　結合企業の名称　株式会社沖縄設計センター

事業の内容　設計、土質調査、測量

②　被結合企業の名称　株式会社アースプラン

事業の内容　磁気探査、地質調査、測量

（２）企業結合日

令和７年10月１日（予定）

（３）企業結合の法的形式

株式会社沖縄設計センターを吸収合併存続会社とし、株式会社アースプランを吸収合併消滅会社とする吸

収合併

（４）結合後企業の名称

株式会社沖縄設計センター

（５）その他取引の概要に関する事項

本合併は、重複業務の削減による経営効率向上と収益改善を目的とするものであります。

２．会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成31年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成31年１月16日）に基づき、共通支

配下の取引として会計処理を行う予定です。
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